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2023年3月8日
東京都知事小池百合子様
東京都議会議長三宅 しげき様、 東京都環境影響評価審議会会長柳 憲一郎様

神宮外苑再開発事業の施行許可の見直し及び環境影響評価の継続審議に関する要請書

明治神宮外苑の再開発の再考を願う建築・造園・都市計画の専門家有志
石川幹子（東京大学名誉教授）、◎糸長浩司（元日本大学教授）、岩見良太郎（埼玉
大学名誉教授）大方潤一郎（東京大学名誉教授）、原科幸彦（千葉商科大学学長）、
藤本 昌也（日本建築士会連合会名誉会長）、若山 徹（新建築家技術者集団会員）、
（◎有志代表）

神宮外苑再開発事業は、この間の状況を鑑みると、市民及び東京都住民、
専門家の十分な参加を保障する行政的手続きが進められていません。都市の
改変はそこに暮らし、生活する都市住民の意思を尊重して進められるべきで
す。残念ながら現在の神宮外苑再開発による改変は、この理念を無視したも
のとなっています。

神宮外苑は長い歴史的経緯の上に、現在の東京の核となる自然的、文化的、
景観的な価値ある環境であり、国内外を含めた人々の憩いの場であり、交流
の場であり、歴史を感じる場となってきました。この貴重な宝物の環境、空
間の改変に関しては、多くの都民、市民の賛同なくして実現すべきではあり
ません。

1．専門家有志の一連の活動概要
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（以下は要請項目のタイトルのみ。実際の要請文は全部で５頁。）

１．東京心の核としての緑地空間の保全
２．一世紀にわたって継承され続けてきた日本最初の風致地

区の歴史的価値
３．歴史的価値ある建築の改修による保全
４．都市防災拠点の縮小
５．「公園まちづくり」及び再開発等促進区の非民主的な決

定プロセスによる公共空間の破壊
６．都市公園エリアでの容積移転による再開発の問題
７．環境影響評価情報の公開と適正で公平なプロセス
８．東京都環境影響評価システムの見直し
９．東京の都市再開発事業によるな考える建設時CO2排出問題

以上、９点において、外苑再開発は建築・造園・都市計画における重大な
問題を抱えた大規模再開発です。都知事と東京都は施行認可を撤回し、再
度、本再開発事業に対しての一連の手続きを検証し、その情報を広く都民
に開示し、神宮外苑地区の今後の維持と整備の在り方について、広く論議
の場を設定することを求めます。 ©KOJI ITONAGA



2023年９月11日
東京都知事 小池 百合子様
東京都環境影響評価審議会会長 柳 憲一郎様

明治神宮外苑再開発事業の施行認可の撤回及び環境影響評価の継続審議に
関する再要請書

明治神宮外苑の再開発の再考を願う建築・造園・都市計画の専門家有志
石川幹子（東京大学名誉教授）
◎糸長浩司（元日本大学教授）

岩見良太郎（埼玉大学名誉教授）
大方潤一郎（東京大学名誉教授）

原科幸彦（千葉商科大学学長）
藤本昌也（日本建築士会連合会名誉会長）

若山徹（新建築家技術者集団会員）
（◎有志代表）

環境影響評価については、国際影響評価学会（IAIA）日本支部から都知事に
対し、公開の議論を行うこと、評価書の重要な疑義が解明されるまで、事
業者に工事の中止を命じることを求める勧告が出されています。9月7日に
は国際記念物遺跡会議（ICOMOS）からヘリテージ・アラートが発せられま
した。しかし、東京都はこのような専門家、都民の意見を聞くことなく、
明治神宮外苑再開発を遮二無二に推し進める事業者に手を貸すばかりです。
そのため、工事の差し止めや樹木伐採の中止、工事によるCO2排出の被害を
受けない権利を求める訴訟にまで至っています。 略 ©KOJI ITONAGA



023年7月23 BBCジャパン「地球は未知の領域に」
https://www.bbc.com/japanese/features-and-analysis-66253356

２．異常気象・人新世における
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「人間と自然の関係に関する価値観の転換」
普遍性の「自然」幻想を作った西洋型自然観から離脱

資本主義システムがもたらしてきた社会生態系ガバ
ナンスの課題、建築・都市構築経済システムにメス

2022年国連総会全体会議「清潔で健康的かつ持続可
能な環境への権利」環境権、自然権

建築のマルチピーシーズアートへの貢献

「開発」言説からの離脱 『開発との遭遇』エスコバル

SDGsからSEGsへ SEGsの建築・都市デザイン
©KOJI ITONAGA

★ 地域コミュニティからSEGsへ



大都市集中加速
土地神話 → 容積率神話
省エネ建築神話「イノベ建築神話」
スクラップアンドビルド型都市大再開発
大都市再開発ブーム 不動産・建設景気

解体+建設による大量なCO2排出
大破滅への建設バブル
2030年まで半減の脱炭素に逆行

日本建築学会の社会的責任、どう果たすか

→ 大都市再開発即時中止
ストック（建物・緑・水）活用・市民参加

型都市づくり（法的根拠も含めて） ©KOJI ITONAGA

３．脱炭素に逆行する都市再開発の異常
／熱波渦中での都市再開発



図 都道府県人口規模と市街地再開発事業件数の関係

2023年2月1日作成 糸長浩司（全国市街地再開発協会のWEBのデータより解析 、
都市再開発法に定める市街地再開発事業（法定再開発）の事業地区）
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三井不動産の
イメージパースに加筆 糸長

事務所棟 伊藤忠
190ｍ

複合棟Ａ
185ｍ

野球場＋ホテル棟
60ｍ

複合棟Ｂ
80ｍ

ラクビー場
55ｍ

国立競技
場49ｍ

イチョウ
の高さ
28ｍ

明治神宮外苑再開発 イメージパース



https://www.city.hiroshima.lg.jp/uploaded/attachment/2748.pdf

建設時排出するCO2

運用時排出するCO2

解体時に排出する
CO2

都市再開発の排出CO2は、解体+建設の合体排出CO2
©KOJI ITONAGA

４．スクラップアンドビルドにおける
エンボディカーボン、アップフロントカーボン



計算事例用途 構造 床面積m2 地上階高地下階数
建設時co2

排出量ﾄﾝ/m2

算定

方式

1 事務所S造 1,800 9 1.21 詳細

2 事務所S造 9,900 11 1.07 標準

3 事務所S造 20,000 14 1 1.03 標準

4 事務所S造 22,000 14 1 1.19 詳細

5 事務所S造 68,000 17 2 1.04 標準

6 事務所S造 170,000 26 3 1.27 詳細

7 集会施設木造。免浸 3,500 11 1 0.94 詳細

8 ホテルS造 13,000 16 1.21 標準

9 商業 S造 100,000 3 0.84 標準

10 倉庫 柱RC造、梁S造 55,000 4 0.62 標準

★事務所建築の建設時co2は、1.04～1.27　トン/m2 0

アップフロントCO2排出量　算定事例（不動産協会【建設時 GHG 排出量算

定マニュアル】2023年6月公開による）

★日本建築学会2023年度大会（20230915）時、

「建築分野の脱炭素化を実現するための課題と展望」協議会、加工糸長浩司

©KOJI ITONAGA



東京都市街地再開発事業（都市再開発）2021年１０月段階の総量
新築床1000万ha→建設によるCO2排出量 １ﾄﾝ/m2換算 約1000万ﾄﾝ
10年間の事業とすると、毎年 約100万トン のco2排出量
★30～40年生の杉林のCO2吸収量 年間8.8トン／ha（林野庁）
→再開発事業により排出されるCO2の吸収に必要な杉林の面積

1,000,000÷8.8 ＝ 11.4万ha（東京森林面積 約7.86万ha）
→東京都の市街地再開発でのco2排出をゼロにするためには

毎年、東京の森林面積の１．１４倍の森林面積必要

神宮外苑再開発 ５６．５5万トンのCO2排出量
=6.4万haの森林吸収 東京森林の約8割 10年で割ると0.64万ha

東京の都市再開発による膨大なCO2排出

三井不動産の所有森林面積 ０．５万ha 主に北海道©KOJI ITONAGA



建設・不動産業界の脱炭素の取り組みをサプライチェーン全体で推進
三井不動産と日建設計「建設時GHG排出量算出マニュアル」策定

2022年3月31日
三井不動産株式会社
株式会社日建設計

•三井不動産と日建設計が日本建築学会の「建物のLCA指針※1」
をより実務的に活用しやすいよう アレンジした「温室効果ガス
（GHG）排出量算出マニュアル」を策定
•従来「工事総額」に一定単価を乗じた簡便的な方法から部資材
ごとの積上方式となることで高精度のGHG排出量の算定が可能
に
•本マニュアルの試行を進め、将来的には学協会・施工会社や不
動産会社など関係者へ幅広く共有。 建設・不動産業界のオープ
ンイノベーションを図り、脱炭素社会の実現に貢献
三井不動産株式会社および株式会社日建設計は、オフィスビル
等の建設時における温室効果ガス（GHG）排出量を算出するた
めの実務者向けマニュアル「建設時GHG排出量算出マニュアル
（以下、本マニュアル）」を策定しました。

三井不動産 HP
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■脱炭素社会実現に向けた取り組み
三井不動産グループは、2021年11月に「脱炭素社会の実現
に向けたグループ行動計画」を策定しました。本マニュア
ル策定は、以下の行動計画に沿ったものとなります。今後
もサプライチェーン全体でのGHG排出量削減に向けた取り
組みを一層加速させていきます。

＊三井不動産グループの「脱炭素社会の実現に向けたグ
ループ行動計画」の詳細については、ホームページをご参
照ください。
https://www.mitsuifudosan.co.jp/esg_csr/carbon_neutral/
（「脱炭素社会の実現への取り組み」ページ）

・2022年度中に学識経験者・設計者と協働し「建設時CO2
排出量算出ツール」を整備

・2023年度中に全ての施工者に対し上記ツールを用いた建
設時CO2排出量算出を義務化

三井不動産 HP

©KOJI ITONAGA



東京環境影響評価項目 ©KOJI ITONAGA



2023年1月 事業者提出
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『ランドスケープデザイン 150 号』 糸長浩司 原稿の一部
©KOJI ITONAGA

５．市民参加による都市再生への途
（市民主体の計画アセスとレファレンダム）



『ランドスケープデザイン 150 号』 糸長浩司 原稿の一部



人新世時代の緊急対応
①CO2の急激削減 （緩和）
②異常気象災害対策 （適応）
③ロスダメと補償

都市再開発は大量なCO2排出
→大都市栄えて地球水没

東京都都市再開発のCO2排出量
=吸収するには森林が

毎年、東京森林の1.14倍 必要
大規模都市再開発の要因
新自由主義型建築・都市計画制度
環境と調和した建築・不動産業
への革新が急務。ESＧ、SDGs、
TCFD（気候関連財務情報開示）
TNFD（自然関連財務情報開示）
を真摯に取り組む

課 題

©KOJI ITONAGA

脱炭素型の建築都市制度への転換
市民参加と
建設拒否権(リファレンダム)と
提案権（イニシアティブ）の確立
関係有識者と市民とのオープン討議
閉鎖型有識者審議会（エリート層）
から市民ベースの意思決定への脱皮

脱炭素型の建築・都市手法への転換
開発型から修復型建築・都市再生
緑地保全再生
ネイチャーボディティブ
グリーンインフラ都市

企業・投資倫理の革新
投資先企業への監視
年金積立金管理運用独立行政法人
（ＧＰＩＦ）保有株総額５０兆円
緩和と適応への的確な投資の監視

解決の方向

©KOJI ITONAGA
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市民参加による都市再生への途
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